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1. 平成27年3月期第2四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第2四半期 82,588 △3.6 1,438 △20.0 2,120 △22.2 1,313 2.7
26年3月期第2四半期 85,698 12.2 1,798 5.6 2,725 42.7 1,278 149.4

（注）包括利益 27年3月期第2四半期 1,934百万円 （22.4％） 26年3月期第2四半期 1,580百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第2四半期 10.65 ―
26年3月期第2四半期 10.19 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

27年3月期第2四半期 132,785 41,951 28.2
26年3月期 135,890 41,419 27.3
（参考）自己資本 27年3月期第2四半期 37,476百万円 26年3月期 37,154百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無  

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― 3.75 ― 3.75 7.50
27年3月期 ― 3.75
27年3月期（予想） ― 3.75 7.50

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 170,000 △5.8 3,600 0.6 4,500 △10.5 2,400 △5.7 19.53
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(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。実際の業績等に影響を与える
可能性のある重要な要因には、以下の事項があります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。 
(1) 新設住宅着工戸数の変動 
(2) 原木及び合板価格の変動 
(3) 原油や石化製品価格の変動 
(4) 為替相場の変動 
(5) 自然災害の発生 
(6) 株式市場 
(7) 金利変動 
(8) 買収・提携関連 
(9) 品質保証 
(10) 知的財産 
(11) 会計関連 
(12) 環境関連 
(13) 法的規制関連 
(14) 情報セキュリティー 
 上記の事業等のリスクの詳細につきましては、有価証券報告書（平成26年６月30日提出）の「第一部【企業情報】 第２【事業の状況】 ４【事業等のリスク】」をご
覧ください。また、業績予想の前提となる条件等については、添付資料Ｐ．２「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）連結業績予想などの将来予測情報に
関する説明」をご覧ください。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期2Q 130,875,219 株 26年3月期 130,875,219 株
② 期末自己株式数 27年3月期2Q 8,393,147 株 26年3月期 5,392,696 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期2Q 123,305,772 株 26年3月期2Q 125,484,548 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、緩やかな回復基調が続いているものの、消費税率引上げに伴う駆け

込み需要の反動により弱い動きもみられるなど、景気の見通しに不透明さが残る環境となりました。 

 住宅市場におきましては、相続税対策等により賃貸住宅は好調を維持しているものの、新築戸建住宅では反動減

が顕在化し、その影響が長引いていることもあり、新設住宅着工戸数は３月から９月までに７ヶ月連続で前年に比

べ減少しました。 

 このような経営環境のもと、当社グループは、新設住宅着工に依存しない経営体質にするため、中期経営計画で

拡大４市場と位置づけているリフォーム市場、海外市場、産業資材分野及びエンジニアリング市場の攻略を進める

とともに、今年度より新たに国内の非住宅建築分野への取り組みを強化いたしました。拡大４市場においては、Ｔ

ＯＴＯ㈱、ＹＫＫ ＡＰ㈱と共同で運営するＴＤＹ福岡コラボレーションショールームを６月にオープンするな

ど、リフォーム市場におけるエンドユーザーに対する提案の場を拡げました。また、ＭＤＦなどのエコ素材の用途

展開・新規採用先の開拓を進め、産業資材分野および海外市場での拡販に努めました。 

 上記の拡大施策に加え、比較的好調な賃貸住宅市場等において販売の拡大に努めましたが、新築戸建住宅市場の

想定を上回る反動減に加え、堅調と思われたリフォーム市場でも反動減の影響が想定よりも大きく、苦戦を強いら

れました。また、利益面においても、為替変動等による合板などの資材コストやエネルギーコストの上昇に対し

て、各種合理化の施策を進めましたが、そのすべてを吸収するには至りませんでした。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高825億88百万円（前年同期比3.6％減）、営業利益14億38

百万円（前年同期比20.0％減）、経常利益21億20百万円（前年同期比22.2％減）、四半期純利益13億13百万円（前

年同期比2.7％増）となりました。

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

（住空間事業） 

 住空間事業につきましては、新設住宅着工戸数の減少に伴い苦戦を強いられましたが、比較的好調な賃貸住宅市

場、近年攻略に向け取り組んでいる高齢者住宅・施設市場での売上拡大に努めました。特に、高齢者住宅・施設市

場向けに対しては、車いすでの入室や介助をラクにすることができる業界初の開閉機構のドア「ひきドア」を新た

に発売するとともに、同市場での拡大に向け新たな体制を整備しました。 

 また、非住宅建築分野における市場開拓・商品開発に力を入れ、富山県産スギを使用した不燃壁材を北陸新幹線

富山駅に提案し、採用されるなど、同分野での実績づくりを推進しました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高415億97百万円（前年同期比6.5％減）、経常利益９億99

百万円（前年同期比47.9％減）となりました。 

 

（エコ事業） 

 エコ事業につきましては、ＭＤＦにおいて、新設住宅着工戸数の減少に伴う需要減はあったものの、床用ＭＤＦ

の新規採用拡大により売上を伸ばしました。また、畳おもてにおいては、生産・販売体制の強化により当社シェア

が順調に拡大していることに加え、専門の畳加工技術なしで設置できるインテリア畳「ZIPANGここち和座」を新た

に発売し、住環境における畳文化・畳市場の活性化を図りました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高276億75百万円（前年同期比3.8％減）、経常利益10億７

百万円（前年同期比33.8％増）となりました。 

 

（エンジニアリング事業） 

 エンジニアリング事業につきましては、職人不足等による原価高騰に対して、技能工の確保ならびに現場ごとの

管理体制を強化し、利益の確保に努めました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高75億21百万円（前年同期比7.7％減）、経常利益１億10

百万円（前年同期比3.4％減）となりました。 
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（２）財政状態に関する説明

 当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、受取手形及び売掛金が前連結会計年度末に比べ21億48百万

円減少したこと等により、資産合計は前連結会計年度末に比べ31億５百万円減少し、1,327億85百万円となりまし

た。

 負債につきましては、未払金が前連結会計年度末に比べ23億43百万円減少したこと等により、負債合計は前連結

会計年度末に比べ36億38百万円減少し、908億33百万円となりました。また、有利子負債は、前連結会計年度末比

２億39百万円減の343億60百万円となりました。

 純資産につきましては、四半期純利益を13億13百万円計上したこと等により、純資産合計は前連結会計年度末に

比べ５億32百万円増加し、419億51百万円となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 今後につきましては、金融資本市場の変動や世界景気の下振れ、為替の変動等による原材料コストの高騰に注意

が必要であります。また、引き続き消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の影響が懸念されます。 

 特に、新築住宅市場においては、更なる消費税増税や資材価格・工事費等の先高観による住宅取得マインドの向

上はあるものの、新設住宅着工の回復は見込めないことが予想されます。一方、リフォーム市場においては、改修

時期を迎える住宅ストックの増加や政府施策等もあり、早期の回復が期待されます。 

 そのような環境の下、当社グループにおきましては、更なる合理化や資材コストの抑制に努め、利益率の向上を

図るとともに、販売面においては「中期経営計画」に基づき、拡大・成長市場に対しさらなる経営資源の投入を行

い、新設住宅着工に依存しない経営体質へ強化してまいります。さらに、当社の固有技術を活かして、非住宅建築

分野の攻略を推進してまいります。 

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

該当事項はありません
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 14,096 12,566 

受取手形及び売掛金 36,733 34,584 

商品及び製品 12,789 12,720 

仕掛品 3,312 3,781 

原材料及び貯蔵品 5,054 5,406 

繰延税金資産 1,916 2,357 

その他 2,023 1,686 

貸倒引当金 △273 △280 

流動資産合計 75,652 72,822 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 9,764 9,545 

機械装置及び運搬具（純額） 10,585 9,971 

土地 15,418 15,454 

建設仮勘定 403 1,098 

その他（純額） 2,279 2,343 

有形固定資産合計 38,451 38,413 

無形固定資産    

のれん 836 793 

その他 1,508 1,467 

無形固定資産合計 2,345 2,261 

投資その他の資産    

投資有価証券 13,168 13,920 

退職給付に係る資産 1,627 1,787 

繰延税金資産 2,659 1,626 

その他 2,012 1,929 

貸倒引当金 △125 △58 

投資その他の資産合計 19,342 19,204 

固定資産合計 60,139 59,879 

繰延資産 99 83 

資産合計 135,890 132,785 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 25,019 24,520 

短期借入金 9,304 9,359 

1年内返済予定の長期借入金 3,173 2,743 

未払金 19,863 17,520 

未払法人税等 529 309 

賞与引当金 1,926 1,827 

製品保証引当金 1,733 1,422 

事業構造改善引当金 4 － 

繰延税金負債 16 36 

その他 3,407 4,099 

流動負債合計 64,978 61,840 

固定負債    

社債 10,000 10,000 

長期借入金 11,824 11,977 

繰延税金負債 1,836 1,740 

製品保証引当金 2,337 1,803 

退職給付に係る負債 2,965 2,965 

負ののれん 83 78 

その他 444 426 

固定負債合計 29,492 28,992 

負債合計 94,471 90,833 

純資産の部    

株主資本    

資本金 13,150 13,150 

資本剰余金 11,850 11,850 

利益剰余金 11,679 12,514 

自己株式 △1,180 △2,059 

株主資本合計 35,499 35,455 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,524 1,885 

繰延ヘッジ損益 241 30 

為替換算調整勘定 1,055 1,201 

退職給付に係る調整累計額 △1,165 △1,097 

その他の包括利益累計額合計 1,655 2,020 

少数株主持分 4,264 4,475 

純資産合計 41,419 41,951 

負債純資産合計 135,890 132,785 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 85,698 82,588 

売上原価 65,472 64,203 

売上総利益 20,225 18,385 

販売費及び一般管理費 18,426 16,946 

営業利益 1,798 1,438 

営業外収益    

受取利息 18 32 

受取配当金 118 151 

負ののれん償却額 5 5 

持分法による投資利益 23 22 

為替差益 739 337 

その他 383 482 

営業外収益合計 1,288 1,032 

営業外費用    

支払利息 193 187 

売上割引 83 79 

売上債権売却損 39 38 

その他 44 45 

営業外費用合計 361 349 

経常利益 2,725 2,120 

特別利益    

固定資産売却益 59 5 

投資有価証券売却益 14 3 

特別利益合計 73 9 

特別損失    

固定資産除却損 322 115 

その他 0 1 

特別損失合計 323 117 

税金等調整前四半期純利益 2,475 2,013 

法人税、住民税及び事業税 466 200 

法人税等調整額 562 360 

法人税等合計 1,028 561 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,446 1,451 

少数株主利益 168 138 

四半期純利益 1,278 1,313 

 

6



（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,446 1,451 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 608 354 

繰延ヘッジ損益 △512 △232 

為替換算調整勘定 36 291 

退職給付に係る調整額 － 68 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 0 

その他の包括利益合計 133 482 

四半期包括利益 1,580 1,934 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,600 1,678 

少数株主に係る四半期包括利益 △20 255 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 2,475 2,013 

減価償却費 1,884 1,979 

固定資産除却損 322 115 

固定資産売却損益（△は益） △59 △5 

投資有価証券売却損益（△は益） △14 △3 

のれん償却額 37 37 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 △60 

賞与引当金の増減額（△は減少） 88 △108 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △233 △844 

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △18 △4 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △176 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △162 

環境対策引当金の増減額（△は減少） △23 － 

受取利息及び受取配当金 △136 △183 

支払利息 193 187 

為替差損益（△は益） △43 △16 

持分法による投資損益（△は益） △23 △22 

売上債権の増減額（△は増加） △100 2,184 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,265 △646 

仕入債務の増減額（△は減少） △1,429 △2,399 

未払費用の増減額（△は減少） △35 △21 

その他 841 587 

小計 2,290 2,625 

利息及び配当金の受取額 136 183 

利息の支払額 △191 △187 

法人税等の支払額 △634 △390 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,601 2,230 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,748 △1,738 

有形固定資産の売却による収入 392 9 

投資有価証券の取得による支出 △1,653 △234 

投資有価証券の売却による収入 24 22 

子会社株式の取得による支出 △1 － 

その他 △211 △257 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,198 △2,198 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △402 23 

長期借入れによる収入 1,600 1,600 

長期借入金の返済による支出 △1,738 △1,876 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △20 △22 

自己株式の取得による支出 △0 △879 

配当金の支払額 △470 △470 

少数株主への配当金の支払額 △18 △45 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,051 △1,670 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 95 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,654 △1,542 

現金及び現金同等物の期首残高 10,596 14,096 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 12 

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,942 12,566 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 当社は、平成26年５月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式3,000,000株の取得を行いました。この結果、

当第２四半期連結累計期間において自己株式が８億78百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式

が20億59百万円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

 
住空間 
事業 

エコ事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 44,495 28,779 8,149 81,424 4,273 85,698 － 85,698 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

172 2,473 1,306 3,952 212 4,164 △4,164 － 

計 44,667 31,252 9,456 85,376 4,485 89,862 △4,164 85,698 

セグメント利益又は 
損失（△） 

1,919 752 114 2,786 △60 2,725 － 2,725 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。

 ２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。
 
（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。
 
（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

 
住空間 
事業 

エコ事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 41,597 27,675 7,521 76,793 5,795 82,588 － 82,588 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

250 2,164 1,051 3,466 220 3,687 △3,687 － 

計 41,847 29,839 8,572 80,259 6,015 86,275 △3,687 82,588 

セグメント利益 999 1,007 110 2,116 4 2,120 － 2,120 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。

 ２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。
 
（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。
 
（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。
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